




































合 計 １４５社 １４７社
１年 １社 ６年 ５社
２年 １２社 ７年 ７社
３年 １６社 ８年 ２１社
４年 ６社 ９年 ３７社




























































































③－１日系 ③－２外資系 ③－３現地 ③－４模倣業
者
１．コスト １．コスト １．コスト １．コスト
２．品質 ２．品質 ２．品質 ２．品質
３．ブランド ３．ブランド ３．ブランド ３．ブランド
４．アイディア ４．アイディア ４．アイディア ４．アイディア































































































































































































































































































































































































































































































































⑩－１特許申請 ⑩－２ 商標登録 ⑩－３意匠権申請 ⑩－４その他考え
得る対応をご記入
１．被害を受ける前
に申請済
１．被害を受ける前
に申請済
１．被害を受ける前
に申請済
１．
２．被害を受けた
後，申請
２．被害を受けた
後，申請
２．被害を受けた
後，申請
２．
３．被害を受けた
後，申請を検討
中
３．被害を受けた
後，申請を検討
中
３．被害を受けた
後，申請を検討
中
３．
４．被害を受けてい
ないが，申請を
検討中
４．被害を受けてい
ないが，申請を
検討中
４．被害を受けてい
ないが，申請を
検討中
４．
５．被害を受けてい
ないので未検討
５．被害を受けてい
ないので未検討
５．被害を受けてい
ないので未検討
５．
６９技術移転戦略と知的所有権侵害状況
－６９－
被害を受ける前に 
申請済み 
23％ 
被害を受けた後 
申請 
4％ 
被害を受けた後 
申請を検討中 
2％ 
被害を受けていない 
が申請を検討中 
3％ 被害を受けていない 
ので未検討 
27％ 
無回答 
41％ 
⑩－３ 現地法人の知的所有権対策（意匠権申請について，N＝１４６）
日系現地法人の知的所有権対策については，「特許申請」，「商標登録」，「意匠権申請」のいずれに
於いても「申請中」ないしは「申請を検討中」を合計しても過半数には達していない。またこれとの
関連で「被害を受けていないので未検討」と回答した企業がかなりの比率であることもわかる。ただ
し，特許申請，商標権，意匠権申請の中で，商標権だけは「被害を受ける前に申請済み」と回答した
企業の比率が特に高い。これは特許や意匠権と違って商標権の侵害は最も簡単な模倣の仕方であるこ
とから，知的所有権侵害を受けやすいものと考えられる。この質問項目には企業としてその他の知的
所有権対策を採用している場合には，その対応策を求めているが，「顧客に模造品を購入しないよう
に PRする」，「データ管理の徹底に努めている」，「政府の主管部門ではなく，侵害企業に文書通知を
している」といった方策をとっていると回答している。
⑪ 貴社の期待収益について右の選択欄よりご回答
ください。
選択欄
⑪－１収益の達成度合 ⑪－２知的所有権侵害の
収益への影響
１．期待収益達成 １．有，２．無
２．期待収益より低い １．有，２．無
３．赤字経営 １．有，２．無
４．黒字から赤字に転じた １．有，２．無
榎 本 悟７０
－７０－
無回答 
3％ 
期待収益達成 
47％ 
期待収益よりも低い 
42％ 
赤字経営 
7％ 
黒字から赤字に 
転じた 
1％ 
有 
23％ 
無 
66％ 
無回答 
11％ 
⑪－１で１と回答した会社 
結果は以下の通りである。
⑪－１ 収益の達成度（N＝１４７）
⑪－２－１ 知的所有権侵害の収益への影響（期待収益達成企業，N＝６９）
７１技術移転戦略と知的所有権侵害状況
－７１－
有 
19％ 
無 
76％ 
無回答 
5％ 
⑪－１で２と回答した会社 
有 
0％ 
無 
90％ 
無回答 
10％ 
⑪－１で３と回答した会社 
⑪－２－２ 知的所有権侵害の収益への影響（期待収益より低い企業，N＝６２）
⑪－２－３ 知的所有権侵害の収益への影響（赤字経営企業，N＝１０）
榎 本 悟７２
－７２－
有 
50％ 
無 
50％ 
⑪－１で４と回答した会社 
無回答 
0％ 
⑪－２－４ 知的所有権侵害の収益への影響（黒字から赤字に転じた企業，N＝２）
収益の達成度合いを尋ねると，「期待収益を達成している」と回答した企業（４７％）と「期待収益
より低い」と回答した企業（４２％）は大体同じ比率であるのに対し，「赤字経営」や「黒字から赤字
に転落した」と回答した企業の比率は低い。期待収益を達成していると回答した企業も期待収益より
も低いと回答した企業のどちらも，知的所有権侵害による収益への影響があったと回答した企業は４
分の１以下で，侵害の影響はないと回答した企業が圧倒的に多い。
Ⅱ－３ 本社及び姉妹子会社との関係
⑫ 貴社は海外子会社として設立後，現在その能力に
ついてどのように認識していますか，右の選択欄よ
りご選択ください。
選択欄
⑫－１本社から
の権限委譲
⑫－２経営資源
及び経営能力
⑫－３姉妹会社
との技術交流及
び技術移転
１．かなり拡大 １．かなり増強 １．かなり行った
２．やや拡大 ２．やや増強 ２．やや行った
３．変化なし ３．変化なし ３．変化なし
４．縮小 ４．縮小 ４．縮小
７３技術移転戦略と知的所有権侵害状況
－７３－
かなり拡大 
32％ 変化無し 
31％ 
やや拡大 
36％ 
縮小 
1％ 
無回答 
0％ 
かなり増強 
31％ 
変化無し 
22％ 
やや増強 
45％ 
縮小 
1％ 
無回答 
1％ 
結果は以下の通りである。
⑫－１ 本社からの権限委譲（N＝１４７）
⑫－２ 経営資源及び経営能力（N＝１４７）
榎 本 悟７４
－７４－
かなり行った 
24％ 変化無し 
26％ 
やや行った 
44％ 
縮小 
1％ 
無回答 
5％ 
⑫－３ 姉妹子会社との技術交流及び技術移転（N＝１４７）
本社からの権限委譲は「かなり拡大」と「やや拡大」と回答した企業の比率は３分の２を超えてお
り，「変化なし」と回答した企業の比率の２倍以上である。これに伴い，現地法人の経営資源や経営
能力も増強されており，「かなり増強」と「やや増強」と回答した企業の合計は７６％と，回答企業全
体の４分の３以上である。また姉妹子会社との技術交流や技術移転も「かなり行った」と回答した企
業（２４％）と「やや行った」と回答した企業（４４％）の比率は回答企業全体の３分の２である。現地
法人の権限も経営能力も次第に高まっている様子がうかがえる。
７５技術移転戦略と知的所有権侵害状況
－７５－
